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貸 借 対 照 表 

平成 19 年 3月 31日 現在 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

一 年 以 内 償 還 

予 定 の 社 債 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

設備建設支払手形 

そ の 他 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

5,484,377 

2,220,197 

693,732 

92,823 

91,815 

841,985 

27,252 

253,524 

10,500 

24,050 

28,494 

684,466 

609,294 

75,172 

負 債 合 計 6,168,844 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳積立金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

評価 ･ 換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

10,792,296 

988,472 

1,025,816 

1,025,816 

8,778,008 

110,655 

8,667,352 

71,508 

685,000 

7,910,844 

10,235 

10,235 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

材 料 

仕 掛 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

( 有 形 固 定 資 産 ) 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

( 無 形 固 定 資 産 ) 

の れ ん 

そ の 他 

(投資その他の資産) 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

13,081,598 

2,935,555 

1,444,874 

6,169,039 

766,638 

1,564,800 

180,360 

21,065 

△ 736 

3,889,777 

( 2,940,211) 

770,871 

29,407 

384,494 

35,111 

107,165 

1,400,111 

213,050 

( 444,871) 

440,476 

4,395 

( 504,694) 

95,416 

63,099 

84,720 

2,894 

228,207 

32,631 

△ 2,276 

純 資 産 合 計 10,802,532 

資 産 合 計 16,971,376 負 債及 び 純 資産 合計 16,971,376 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

1,200,000
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損 益 計 算 書 

自 平成 18年 4月 1日 

至 平成 19年 3月 31日 

（単位：千円） 

金額 
科目 

内訳 合計 

売 上 高 14,527,882 

売 上 原 価 10,150,318 

売 上 総 利 益 4,377,563 

販売費及び一般管理費 1,033,038 

営 業 利 益 3,344,525 

営 業 外 収 益 78,228 

受取利息及び 配当金 338 

その 他の 営業外収益 77,889 

営 業 外 費 用 55,718 

支 払 利 息 21,607 

そ の 他 営 業 外 費 用 34,110 

経 常 利 益 3,367,034 

特 別 利 益 112 

土 地 売 却 益 112 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,367,147 

法人税、住民税及び事業税 1,372,089 

法 人 税 等 調 整 額 △11,813 1,360,276 

当 期 純 利 益 2,006,870 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自 平成 18年 4月 1日 

至 平成 19年 3月 31日 

（単位：千円） 

株主資本 
評価・換算 

差額等 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

その他利益剰余金 資本金 
資本 

準備金 

利益 

準備金 
圧縮記帳 

積立金 

別途積立 

金 

繰延利益 

剰余金 

株主資本 

合計 

その他有 

価証券評 

価差額金 

純資産 

合計 

前期末残高 988,472 1,025,816 110,655 75,811 685,000 6,159,803 9,045,558 5,384 9,050,942 

当期変動額 

剰 余 金 の 

配当 
△249,632 △249,632 △249,632 

当期純利益 2,006,870 2,006,870 2,006,870 

圧縮積立金 

取崩 
△4,303 4,303 - - 

役員賞与 △10,500 △10,500 △10,500 

株 主 資 本 

以外の項目 

の当期変動 

額（純額） 

- 4,851 4,851 

当期変動額 

合計 
- - - △4,303 - 1,751,041 1,746,738 4,851 1,751,589 

当期末残高 988,472 1,025,816 110,655 71,508 685,000 7,910,844 10,792,296 10,235 10,802,532 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法であります。 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移 

動平均法により算定）であります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法であります。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

材料は総平均法による原価法、仕掛品は個別法による原価法であります｡ 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法であります。 

ただし、 平成10年 4月 1日以降に取得した建物 （建物附属設備は除く） につきましては、 定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 3年～39年 

機械装置及び車両運搬具 3年～11年 

（２）無形固定資産 

定額法であります。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

役員に対する支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員に対する退職給付の支払いに備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

簡便法により計上しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予測される役員退職慰労金の支払いに備えるため、 内規に基づく期末支払見込額を計上し 

ております。 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式で行っております｡
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６．計算書類作成のための基本となる事項の変更の注記 

（１）役員賞与に関する会計基準 

当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第 

4号） を適用しております。 この結果、 従来の方法に比べて販売費及び一般管理費が10,500千円増加し、 営業利益、 

経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 

（２）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月 

9日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基 

準委員会 平成17年12月 9日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。 これによる当事業年度の損益 

に与える影響はありません。なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、10,802,532千円であります。 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

現金及び預金 8,000 千円 

（日本道路公団に対する通行料金等を別納保証金として差入れております。） 

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,175,909 千円 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 3,761,283 千円 

短期金銭債務 17,771 千円 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

売上高 7,524,789 千円 

仕入高 230,994 千円 

営業取引以外の取引高 62,573 千円 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 9,985,300 株 

２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

平成18年 6月27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

（１）配当金の総額 249,632 千円 

（２）配当の原資 利益剰余金 

（３）1株当たり配当額 25円 

（４）基準日 平成18年 3月31日 

（５）効力発生日 平成18年 6月28日 

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成19年 6月27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

（１）配当金の総額 399,412 千円 

（２）配当の原資 利益剰余金 

（３）1株当たり配当額 40円 

（４）基準日 平成19年 3月31日 

（５）効力発生日 平成19年 6月28日
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産として電子計算機周辺機器等 

があります。 

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の 

被所有割 
合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

（注1,2） 
科目 

期末残高 
(千円) 
（注2） 

親会社 ㈱東京精密 

半導体製造 
装置事業・ 
測定機器 
関連事業、 

100 兼任４人 

材料仕入及び当 
社製品の販売及 
びサービス業務 
等の請負先 

製品の販売 
及びサービ 
ス業務の提 
供 

7,328,788 売掛金 3,472,595 

(注) １ 販売価格及び購入価格については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

２ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．関係会社 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の 

所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 
（注1） 

科目 
期末残高 
(千円) 

子会社 
東 精 計 量 
儀（平湖） 
有限公司. 

測定機器関 
連事業 

100 兼任４人 

材料仕入及び当 
社製品の販売及 
びサービス業務 
等の請負先 

製 品 の 販 
売 及 び サ 
ー ビ ス 業 
務の提供 

139,446 売掛金 201,008 

(注) １ 販売価格及び購入価格については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,081円84銭 

２．１株当たり当期純利益 200円98銭 

Ⅸ．その他の注記 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 55,368千円


